（様式１）
令和　　年　　月　　日

参加意思表明書

神奈川県立福祉機構理事長　殿

所　在　地
法　人　名
代表者（職・氏名）　　　　　　　　

＊共同企業体での申請の場合
共同企業体の名称
申請代表者の所在地
名　称
代表者（職・氏名）　　


神奈川県立福祉機構が発注する職員定着支援業務委託のプロポーザルに参加したいので、関係書類を添付して提出します。
また、私は、プロポーザル参加資格審査申請に当たり本業務委託に係る募集要項記載の参加資格に該当する者であることを申し出ます。
必要な資格を満たしていないことが判明した時は、提案内容が失格となり、契約解除に伴う違約金の支払い、入札参加資格停止等の措置を受けても、異議申し立てません。

（担当者連絡先）

所属　　　　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

役職名　　　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号　　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ＦＡＸ番号　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

メールアドレス：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（添付資料）※以下の書類は、原則として返却しません。
１　法人の登記事項証明書又は登記簿謄本　※発行後３か月以内のもの
　２　定款又は寄付行為の写し　※原本証明してください。
（様式１-２）

共同企業体構成員表



　　　共同企業体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　
　　　　（申請代表者）所在地

　　　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　（構成員）所在地

　　　　　　　　　　　名　称
　　
　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　


　　　　　　（構成員）所在地

　　　　　　　　　　　名　称

　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　



　＊適宜追加してください。

　　（様式３）


（様式２）
団体・会社概要書
令和　　年　　月　　日現在
	商号又は名称
	

	所在地
	本社等

	


	
	本業務を受託する支社等
	

	創業年・開設年
	

	資本金等
	

	前期年間売上等
	

	常勤従業員
・職員数
	


	本事業に関連する実働可能なスタッフ数
	（実務経験５年以上の者）

（それ以外の者）


	
業務内容
（

	（主な業務内容を記載してください。）


	財政規模
	＜今年度予算＞（　　　年　月～　　　年　月）　　　　　　　千円

＜前年度決算＞（　　　年　月～　　　年　月）　　　　　　　
　収入　　　　　　　　　千円
　（内訳）



　支出　　　　　　　　　千円
　（内訳）




	その他特記事項
	


※　本提案用紙内の区切りは目安です。記載欄内で上下に移動させて、各項目の文字数を調整することは可能です。

暴力団又は暴力団員等と関係していない旨の誓約書

私は、職員定着支援業務委託に係る公募型プロポーザルに参加するにあたり、下記１から５までのいずれにも該当しないことを誓約します。
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることになっても、異議は一切申し立てません。

記
1 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77 号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団である事業者
2 役員等（参加しようとする者が個人である場合はその者を、法人である場合にはその役員をいう。以下同じ。）が法第２条第６号に規定する暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団員等」という。）であると認められる事業者
3 暴力団又は暴力団員等が出資、融資、取引その他の関係を通じてその事業活動に支配的な影響力を有する事業者
4 暴力団又は暴力団員等に対して、利益供与をしている事業者又は事業の委託、請負などの契約関係にある事業者
5 役員等が暴力団又は暴力団員等と密接な関係を有すると認められる事業者

神奈川県立福祉機構理事長 殿
令和　年　月　日

所　在　地
法　人　名
代表者（職・氏名）




（参考様式１）


同意書


役員等名簿に記載された全ての者は、暴力団、暴力団員等、暴力団経営支配法人等に該当しないことを確認するため、当該役員等名簿を神奈川県に提出すること、及び神奈川県が当該役員等名簿に記載された情報を神奈川県警察本部に照会することについて、同意しております。


神奈川県立福祉機構理事長 殿
令和　年　月　日

所　在　地
法　人　名
代表者（職・氏名）

（参考様式２）


役員等名簿
	主たる事業所の所在地
	

	商号又は名称のフリガナ
（法人の組織商号は省略）
	

	商号又は名称
（法人の場合は組織商号を含めて記載）
	

	代表者役職名
	

	代表者氏名
	



	役職
	氏名の
フリガナ
	氏名
	生年月日
	性別
	役員の住所

	
	
	
	元号
	年
	月
	日
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	



（参考様式３）



企画提案書

委託業務名　職員定着支援業務委託


標記の業務について、企画提案書を提出いたします。

１　業務実施体制（様式４）
２　企画案（Ａ４版任意様式）　
３　事業実施スケジュール（Ａ４又はＡ３版任意様式）
４　見積書（内訳明細を含む。任意様式）
５　コンプライアンス・ガバナンス体制（様式５）



令和　　年　月　日

神奈川県立福祉機構理事長　殿



（提案者）所在地

商号又は名称

代表者職氏名


業務実施体制

	応募者の名称
	



	統括責任者
	氏　　名
	
	役　　職
	

	
	経験年数
	

	
	主な実績、
経歴等
	

	従事予定者①
	氏　　名
	
	役　　職
	

	
	経験年数
	

	
	主な実績、
経歴等
	

	従事予定者②
	氏　　名
	
	役　　職
	

	
	経験年数
	

	
	主な実績、
経歴等
	

	従事予定者③
	氏　　名
	
	役　　職
	

	
	経験年数
	

	
	主な実績、
経歴等
	


※欄が不足する場合は適宜追加すること。

	本業務の実施体制について記入してください。
（組織図（再委託予定の場合の関係図含む）、専門性を有する者の配置状況など、業務を実施する体制について、具体的に記載してください。）

	


※　本提案用紙内の区切り線は目安です。記載欄内で上下に移動させて、各項目の文字数を調整することは可能
　　（様式４）

	
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式５）

コンプライアンス（法令順守）・ガバナンス（内部統制）体制について

	社内でのコンプライアンス・ガバナンス体制について（1）～（2）を具体的に記入してください。

	(1) コンプライアンス・ガバナンス体制の強化について何か取り組んでいるか。取り組んでいる場合、具体的に、どのような取組み（社内での教育・研修等）をしているか記入してください。

















(2) 過去の法令違反の有無を記入してください（事案がある場合には、具体的に記載すること）。















（様式Ⅰ）

共同企業体構成員の当該企業体を代表する法人への申請手続に係る委任状



                                   共同企業体の名称

                                   構成員          所在地	
                                                   名　称
                                                   代表者（職・氏名）

　　私は、下記の共同企業体代表者を代理人と定め、申請手続きに係る権限を委任します。

　受任者
                  　　所在地   
共同企業体代表者  　名　称   
                  　　代表者（職・氏名）

	


（様式Ⅱ）

職員定着支援業務委託委託共同企業体協定書


（目　的）
第１条　当共同企業体は、神奈川県が発注する職員定着支援業務委託（以下「本件業務委託」という。）を共同連帯して受託することを目的とする。
（名　称）
第２条　当共同企業体は、　　　　　　　　　　　　　　　　共同企業体（以下「当企業体」という）と称する。
（事務所の所在地）
第３条　当企業体は、事務所を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に置く。
（成立の時期及び解散の時期）
第４条　当企業体は、令和　年　月　日に成立し、その存続期間は２年とする。ただし、この存続期間を経過しても当企業体に係る本件業務委託の請負契約の履行後５年を経過するまでの間は解散することができない。
２　前項の存続期間は、構成員全員の同意をえて、これを延長することができる。
３　当企業体が神奈川県との間で本件業務委託について契約できなかった場合には、当企業体は第1項の規定にかかわらず、神奈川県が本件業務委託について他者と契約を締結した日に解散する。
（構成員の名称）
第５条　当企業体の構成員は、次のとおりとする。（支店の場合は支店名）
１　名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
２　名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
３　名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
４　名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
５　名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（代表者の名称）
第６条　当企業体は、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を代表者とする。

（代表者の権限）
第７条　当企業体の代表者は、本件業務委託の受託に関し、当企業体を代表して、次の権限を有するものとする。
　 (1)　発注者及び監督官庁等と折衝する権限。
　 (2)　代表者の名義をもって見積、入札、契約の締結、委託代金の請求及び受領に関する権限。
(3)　入札及び委託代金の受領に関する復代理人の選任についての権限。
　 (4)　当企業体に属する財産を管理する権限。
　（5） その他本件業務に関して必要となる一切の事項を執行する権限。
（業務分担額）
第８条　各構成員の業務の分担は、別に定めるところによるものとする。
２　前項に規定する分担業務の価格については、次条に規定する運営委員会で定める。
（運営委員会）
第９条　当企業体は、構成員全員をもって運営委員会を設け本件業務委託の遂行に当るものとする。
（構成員の責任）
第10条　構成員は、本件業務委託の契約の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。
（構成員の経費の分配）
第11条　構成員はその分担業務の実施のため、運営委員会の定めるところにより必要な経費の分配をうけるものとする。
（共通費用の分担）
第12条　本件業務の履行中に発生した共通の経費等については、分担業務の価格の割合に応じて運営委員会で定めるものとする。
（構成員相互間の責任分担）
第13条　構成員がその分担業務に関し、神奈川県、第三者又は他の構成員に与えた損害は、当該構成員がこれを負担するものとする。
（権利義務の譲渡の制限）
第14条　構成員は、神奈川県及び他の構成員全員の承認がなければ、本協定書に基づく権利義務を第三者に譲渡することはできない。
（受託途中における構成員の脱退に対する措置）
第15条　構成員は、発注者及び他の構成員全員の承認がなければ当企業体が本件業務委託を完了する日までは脱退することができない。
２　構成員のうち受託途中において前項の規定により脱退した者がある場合は、残存構成員が共同連帯して当該構成員の分担業務を完了させるものとする。
（受託途中における構成員の破産又は解散に対する処置）
第16条　構成員のうちいずれかが受託途中において破産又は解散した場合は、残存構成員が共同連帯して当該構成員の分担業務を完了させるものとする。
（解散後のかし担保責任）
第17条　当企業体が解散した後においても、成果品につきかしがあったときは、各構成員は共同連帯してその責に任ずるものとする。
（協定書の定めのない事項）
第18条　この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ほか　　者は、上記のとおり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　共同企業体協定を締結したので、その証拠としてこの協定書　　通を作成し、各通に構成員が記名押印し、各自所持するものとする。

令和　　年　　月　　日

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者（職・氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者（職・氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者（職・氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　

＊適宜追加してください。
